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１　横浜敬寿園の概要

（１） 事業経営法人

 社会福祉法人　敬寿会

 山形県山形市諏訪町２－１－２５

 理事長　金澤　壽香

 電話   ０２３－６６４－２１４１

 ＦＡＸ  ０２３－６６４－２２１５

 平成６年６月

（２） 事業所の概要

① 事業所

② 運営の方針

 　ご利用者の自主性の尊重を基本とし、心身の特性に配慮し、適切な生活介護

を提供できるよう努めるとともに、市区町村、地域の保健・医療・福祉サービス

事業所との連携を図り、効率的な管理運営を行うことを方針とします。

③ 施設の構造（特別養護老人ホームと共用） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 ７，２４１．５７㎡

  構         造  鉄筋コンクリート造４階建（耐火建築物）

  延 床 面 積  ５，５６４．７７㎡

　利 用 定 員  短期入所生活介護　１０名　（特養１１０名）

④ 施設の居室・設備（ユニット・居室・食堂以外は特別養護老人ホームと共用）

 　全１２ユニット

 　１室１５．６８㎡

 　概ね１１５㎡

 　一般浴槽2・機械浴槽4

 ３階に設置

 ２階に設置

ショートステイ　　横浜敬寿園

　※当施設は特別養護老人ホーム横浜敬寿園に併設されています。

神奈川県　　１４７３６０１３１６号

平成２０年５月１日

山田　広文

神奈川県横浜市泉区和泉町５０１９－１

短期入所生活介護事業所（ユニット型）

介護予防短期入所生活介護事業所（ユニット型）

１　室

０４５－８００－３１８０

０４５－８０５－５３００

１ １ カ

浴 室 ３　室

医 務 室 １　室

談 話 室

電 話 番 号

F A X 番 号

敷　 地 　面 　積

 建  物

居室・設備の種類 ｼｮｰﾄ室数

予 約 方 法 　３か月前の一日から受け付けています。

　午前８時３０分～午後５時３０分

特養室数

事 業 所 名

施 設 の 種 類

事 業 所 番 号

開 所 年 月 日

施 設 長

所 在 地

法 　人　 名

法人所在地

代表者氏名

電 話 番 号

ＦＡＸ 番 号

設 立 年 月

１ ０ 室

1 カ 所ユ ニ ッ ト 食 堂

１１０室

ユ ニ ッ ト 数

個 室

1 ユ ニ ッ ト 11 ユ ニ ッ ト

営 業 日 　年中無休

   備　　　　　考

受 付 時 間
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 １階に設置

 １階に設置

 各階及び１階に設置

⑤ 従業者体制（特別養護老人ホームを含む）

※職員の配置については、指定基準を遵守しています。（併設型）

（３）　協力医療機関（併設の特養の関係機関です。）

     ①　嘱託医（内科・神経内科・整形外科・脳神経外科・放射線科）

ばんどうクリニック

横浜市泉区和泉町５１４－８

     ② 嘱託医（精神科・心療内科）

ばんどうクリニック

横浜市泉区和泉町５１４－８

     ③ 歯科

橋本歯科医院

横浜市神奈川区菅田町1659-1

     ④ 皮膚科

いずみ野皮ふ科

横浜市泉区和泉町５７３２－９光南ビル２Ｆ

⑤ 眼科

大和中央眼科

大和市中央4-1-2　近藤ビル５階

⑥ 協力病院

　　 診療科目

病院名

所在地

電話

　　　ゆめが丘総合病院

　　　横浜市泉区下飯田町１６０９－１

所 在 地

　　　０４５－８０３－１６０１

　　内科、循環器内科、消化器内科、神経内科、糖尿病内科、

　　内分泌内科、血液内科、感染症内科、老年内科、外科、

医療機関の名称

所 在 地

　　消化器外科、呼吸器外科、心臓血管外科、小児科、

　　婦人科、眼科、形成外科、整形外科、耳鼻咽喉科

　　精神科、皮膚科、泌尿器科、放射線科、麻酔科

医療機関の名称

所 在 地

医療機関の名称

所 在 地

医療機関の名称

所 在 地

医療機関の名称

介護支援専門員 1 名 常 勤 ２ 名 3 名 (  2.0  )

その他の従業者 適 当 数 6 名 (  2.6  )

看 護 職 員 常 勤 換 算 ３ 名 5 名 (  5.0  )

介 護 職 員 常 勤 換 算 ３ ７ 名 75 名 (  59.5  )

機能訓練指導員 常勤換算０．１名 2 名 (  1.4  )

生 活 相 談 員 常 勤 3 名 (  2.0  )

医 師 （ 嘱 託 ） 必 要 数 3 名 (  0.1  )

管 理 栄 養 士 １ 名 2 名 (  1.5  )

職  種 配置基準 配置数（常勤換算）

管 理 者 （ 施 設 長 ） 常 勤 １ 名 1 名 (  1.0  )

相 談 室 １　室

調 理 室 １　室

洗 濯 室 １　室

※給食業務は外部委託
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　　 入院設備

２　当事業所が提供するサービスと利用料金

（１）　介護保険適用サービスの内容

① （介護予防）短期入所生活介護計画の作成

・ 居宅サービス計画書が作成されている場合には、当該計画の内容に沿い、

 利用者の心身の状況及びその有する能力、置かれている環境等の評価に基

 づき、可能な限り自立した日常生活を営むことができるるよう、サービス

 の目標、内容、サービスを提供する上での留意点等を盛り込んだ計画を作

 成します。

 家族様と協議して、同意を得ることとします。

② 入浴

・利用の前に、血圧等のバイタルサインをチェックし、看護師が確認後、

 入浴していただきます。入浴できない時には、清拭等にて対応します。

・入浴又は清拭は週２回の頻度で行います。

・利用者の身体状況にあった入浴機材を使用します。

③ 排泄

・利用者の状況と希望に応じて、適切な方法で介助を行います。

④ 生活介護

・毎日起床時及び就寝時に着替え、整容の支援を行います。

・シーツ・枕カバーの交換は、1週間以上のご利用では週１回行います。

・衣類の洗濯・乾燥を行います（洗濯できない素材もございます）。

⑤ 機能訓練

・利用者の心身や日常生活等の状況を勘案して日常生活を送るのに必要な

機能の維持又は減退を防止するために、日常生活の中でできる範囲の訓練

を実施します。

⑥ 健康管理

・看護師等が服薬準備・確認、入浴時のバイタルチェック等の健康管理を

行います。

⑦ 相談及び援助

・ショートステイを担当する生活相談員が利用者及び家族または身元引受

人からのご相談に応じます。

⑧ 送迎費用

・介護保険の送迎加算をいただきます。※日曜日の送迎は出来ません。

（２）　介護保険適用サービスの利用料金

① 負担割合　

　　　あり

・状態に応じ、必要な着替え、口腔、整容、排泄、食事等のケア、体位交

換、移動の付き添い、見守り、安楽な離床等の介助を行います。

・ 短期入所生活介護計画を作成・変更するときは、ご利用者様及びそのご

　　リハビリテーション科
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　原則として、料金表の介護報酬額の１割が利用者負担額ですが、６５歳以上の方

 のうち、一定 以上の所得がある方には２割もしくは3割をご負担いただきます。

　 （毎年 7月初旬に市区町村から介護保険負担割合証が交付されます。）

※月々の利用者負担には上限があり、超えた分は高額介護サービス費が支給されます。

（参考）＜利用者負担判定基準＞

　所　得　金　額

② 料金表（保険給付内介護サービス利用料）

介護予防ショートステイ　横浜敬寿園料金表（保険給付内介護サービス利用料）

○ 日

△ 日

○ 日

△ 日

○ 日

△ 日

△ 回

△ 日

△ 月

○ 日

△ 日

○

　サービス提供体制強化加算Ⅲ　空床利用時

　上記の基本料金及び各種加算より算定した単位数の1000分の113に相当する額

1,425円 2,137円

基

本

サ

ー

ビ

ス

費

5,744円

連続30日越え利用の場合(支2） 7,123円 713円

65円 7円

生産性向上推進体制加算Ⅱ　＊体制整い次第

      機能訓練体制加算 13円

195円

9,879円 2,964円

　介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）

各

　

種

　

加

　

算

　

関

　

係 　上記の基本料金及び各種加算より算定した単位数の1000分の113に相当する額

　介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）

減

算

状

況

　身体拘束未実施減算 　所定単位数の100分の10に相当する単位数を算定する

　高齢者虐待防止措置未実施減算 　所定単位数の100分の1に相当する単位数を算定する

　業務継続計画未策定減算 　所定単位数の100分の3に相当する単位数を算定する

連続30日越え利用の場合(支1） 5,744円 575円 1,149円

401円

26円

1,151円 1,727円

2,142円

利用者負担額

（3割負担）

　介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）

20円

27円

59円39円

　介護職員等処遇改善加算（Ⅰロ）

　サービス提供体制強化加算Ⅱ

療養食加算

33円

87円

　同一世帯に６５歳以上の方（本人を含む）が

　１人の場合　　　　合計２８０万円以上

1,428円

利用者負担額

（２割負担）

併設型ユニット型介護予防短期

入所生活介護費（Ⅰ）　要支援

その他の所得あり

その他の所得あり

併設型ユニット型介護予防短期

入所生活介護費（Ⅰ）　要支援

合計160万以上

項　　　　目

　２人以上いる場合　合計３４６万円以上

２２０万円（年金収入344万円に相当）以上

１６０万円（年金収入280万円に相当）以上

　合計１６０万　未満

　本人非課税又は生活保護を受給

本人課税

 年金のみ

算定状況

3割

本人課税
１６０万円（年金収入280万円に相当）未満

負担割合

　同一世帯に６５歳以上の方（本人を含む）が

　１人の場合　　　　合計３４０万円以上

介護報酬額
利用者負担額

（１割負担）

201円

1,976円

　上記の基本料金及び各種加算より算定した単位数の1000分の176に相当する額

18円

5,755円

7,137円

130円

988円

576円

39円

714円

市区町村民税

２割

　２人以上いる場合　合計４６３万円以上

合計220万以上

その他の所得あ

１割

１割

2割

3割

１割

若年性認知症入所者受入加算　

　上記の基本料金及び各種加算より算定した単位数の1000分の136に相当する額

20円

601円送迎加算　※片道１回 2,001円

9円

13円

108円 11円 22円
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ショートステイ　横浜敬寿園料金表（保険給付内介護サービス利用料）　　

○ 日

○ 日

○ 日

○ 日

○ 日

△

△

○ 日

△ 日

△ 日

○ 日

△ 日

△ 日

△ 回

△ 日

△ 回

△ 日

△ 月

○ 日

△ 日

○

※ 算定状況について、〇は全員算定、△は該当者のみ算定となります。

（３）　介護保険給付対象外サービスの内容

介護保険給付対象外サービスの利用料は全額がご利用者の自己負担となります。

①　居住場所の提供（居住費）

　全室ユニット型個室となっています。（居室の指定はできません。）　

②　食事・おやつの提供

 朝　食　　　　　  　７時３０分　～　８時３０分

 昼　食　　　　　  １２時００分　～ １３時００分

 おやつ　　 　　　 １５時００分　～ １５時１５分

 夕　食　　　　　  １８時００分　～ １９時００分

・ 栄養士が作成する献立により、ご利用者の栄養及び身体の状況を考慮した

各

 

　

種

　

 

加

　

 

算

　

 

関

　

　

係

131円

5円

認知症行動・心理症状緊急対応加算

（入所日から7日が限度）

上記の基本料金及び各種加算より算定した単位数の1000分の136に相当する額　介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）

　介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 上記の基本料金及び各種加算より算定した単位数の1000分の113に相当する額

20円

緊急短期入所受入加算（7日を限度） 979円

所定単位数の100分の3に相当する単位数を算定する

1,305円

減

算

状

況

所定単位数の100分の10に相当する単位数を算定する

上記の基本料金及び各種加算より算定した単位数の1000分の172に相当する額　介護職員等処遇改善加算（Ⅱロ）

39円サービス提供体制強化加算Ⅱ 195円

利用者負担額(２割

負担)

196円

401円

436円

若年性認知症入所者受入加算　

20円

　高齢者虐待防止措置未実施減算

　身体拘束未実施減算

2,001円

98円

送迎加算　　※片道１回 201円

療養食加算 87円 9円 18円 27円

介護職員処遇改善加算（Ⅰロ） 上記の基本料金及び各種加算より算定した単位数の1000分の176に相当する額

サービス提供体制強化加算Ⅲ　※空床利用時 65円

2,176円 218円

看護体制加算（Ⅱ）　 87円

43円

併設型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅰ）　要介護５

夜勤職員配置加算（Ⅱ） 195円 20円

10,738円

39円

30日越え利用の場合（減算） 　所定単位数から１日につき３０単位

機能訓練体制加算

看護体制加算（Ⅰ）　 9円

9円

1,074円

61日以降利用の場合（減算） 　介護福祉施設サービス費の単位数と同単位とする

18円

130円 13円 26円

併設型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅰ）　要介護２ 8,399円 840円

1,998円併設型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅰ）　要介護４ 9,987円 999円

算定状況 項　　　　目

922円 1,843円

1,680円

併設型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅰ）　要介護３

基

本

サ

ー

ビ

ス

費

併設型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅰ）　要介護１

2,148円

9,215円

1,532円

介護報酬額

7円 13円

　業務継続計画未策定減算

所定単位数の100分の1に相当する単位数を算定する

39円

59円

294円

601円

392円

653円

59円

33円

209円看取り連携体制加算　＊体制整い次第

27円

13円

3,222円

2,765円

2,520円

696円

108円

70円

11円

140円

22円

利用者負担額(3割

負担)

利用者負担額(１割

負担)

2,298円

2,997円

261円

7,659円 766円

生産性向上推進体制加算Ⅱ　＊体制整い次第
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食事とおやつを提供します。　

・自立支援のため、原則食堂で提供します（場所は状況よりご相談に応じます）

・献立表は、ご利用ユニットの食堂に掲示します。

・医師の指示がある場合は、療養食を提供します。

③ 健康管理費

　必要に応じて予防接種を行います。

④ 理美容サービス

　当事業所では外部の理容師又は美容師が行う理美容サービスを定期的に実施

しています。

⑤ レクリエーション 

　当事業所では、ユニットレクリエーション、クラブ活動等の行事を行います。

（４）　保険給付外サービス利用料金表（全額自己負担）

※

（５）　食費、滞在費の負担額軽減制度

　利用者又は家族で手続きをしていただき、減額証を窓口に提示していただいた

月から適用となります。

　①　 介護保険負担限度額認定証（区役所保険年金課に申請）

　クリーニング代

　理美容代

　イベント食、特別食

項　　　　　　目

　クラブ材料費 実    費

　空気清浄機

　冷蔵庫

　電化料金持ち込み料

　テレビ

項　　目

   　40円

     10円

　ＰＣ、ＡＶ機器

日       額

日       額

　あんか

日       額

　電気毛布

　電気ストーブ

日       額

     20円

 　　110円

日       額

日       額

日       額

実    費

実    費

利用料金

   　　20円

手芸、書道用品購入等、ＤＶＤ使用料

内　　　容

カットのみ2,000円（顔剃り＋500円）

必要に応じて提供

実    費 利用者の希望や必要に応じて外部委託

　健康管理費

　日用品費

利用者の希望や必要に応じて

利用者の希望や必要に応じて（代行購入可）

朝食500円 ・ 昼食630円 ・おやつ100円・ 夕食580円

1,810円
食　 費

実    費

　　　　その認定証に記載されている金額が一日あたりの料金になります。

2,410円

実    費

　加湿機

   　20円

   　20円

     10円

下記に該当がない製品については、ご相談ください

日       額

一食あたり

1　日

内　　容

ユニット型個室滞在費

利　　　用　　　料　　　金

居住費
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 　 ※ 次の要件すべてに該当する第４段階の方は、市区町村に申請することで、

第３段階の負担軽減を受けることができます。

※    第４段階の方は、食費、滞在費の負担が軽減されませんが、高齢夫婦世帯

 などにおいて、夫婦どちらかが施設に入所して食費、居住費を負担した結

 果、第三段階に変更され生計が困難になるなど、一定の要件を満たした場

 合には、利用者負担段階がれます。

　②　 社会福祉法人による利用者負担軽減（健康福祉局高齢施設課に申請）

・対象者 社会福祉法人による利用者負担減免確認証をお持ちの方

・助成内容 食費、居住費を２５％等軽減 

（６）　利用料金のお支払方法

①前記（１）保険給付内介護サービス利用料、（２）介護保険給付対象外サー

ビスの利用料の料金・費用は、月末締めで１か月ごとに計算し、翌月に請求し

ます。

②現金でのお支払いは取り扱っておりません。口座振込もしくは口座振替の方

法でお支払いください。

③口座振込でお支払いの場合、振込手数料は振込者の負担となります。

④口座振替の方法でお支払いの場合、銀行の手続きのため、お申し込みから引

き落としが開始されるまでに期間が必要となります。初回は、振込でのお支払

いをお願いすることがあります。

（７）　利用の中止、変更、追加  

①利用予定日の前に、お客様の都合により、サービスの利用を中止又は変更、

もしくは新たなサービスの 利用を追加することができます。この場合、必ず

利用予定日の前日までに申し出てください。尚、正当と認められない利用中止

または当日になって利用中止の申し出をされた場合は、取消料として  利用予

定の食費、滞在費の全額をお支払いいただく場合があります。ただし、お客様

・２人以上の世帯の方

第３段階

①

第２段階

4,120円

利用者

負担段階

食 費・部屋代）の見込み額を除いた額が８０万円以下

・世帯の現金、預貯金等の額が合計４５０万円以下

1,710円

・世帯の年間収入から施設の利用者負担（介護サービスの利用者負担、

1,030円

600円

第１段階

合　　計

第３段階

②

世帯全員が市民税非課税で、合計所得金

額が年間120万円以上

世帯全員が市民税非課税で、合計所得金

額が年間８０万円超120万円以下

第４段階

1,360円

上記以外の方

世帯全員が市民税非課税で課税年金収入額と

合計所得金額の合計が年間８０万円以下
880円

2,400円

生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で

世帯全員が市民税非課税
880円300円

食　　費

 なお、申請に当たっては通帳の写し等の提出が必要となります。

滞在費

2,410円

2,830円

1,180円

1,370円

1,470円

1,480円

対　　　　　象　　　　　者
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の急遽の体調不良等、正当と認められる事由がある場合はこの限りではありま  

せん。

②サービス利用の変更・追加の申し出に対して事業所の稼働状況によりご意向

 にそいかねる場合もございま す。そのような場合には、他の利用可能期間又

 は、日時を契約者に提示して協議します。

３　 契約の終了

（１）契約の終了

　契約では契約終了の期日は特に定めていません。相当な事由がない限り、継

続してサービスを利用することができます。ただし、以下の①～⑦の事項に該

当するに至った場合には、当施設との契約は終了になります。

① 介護保険給付でサービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、自立 (非

該当)と認定された場合

② 法人が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事情により当事業所を

閉鎖した場合

③事業所の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能

になった場合

④当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合

⑤利用者から退所の申し出があった場合

　※退所を希望する日の２週間前までに事務室へお申し出ください。

⑥双方からの申し出がなくても自動的にサービスを終了する場合

・利用者が他の介護保険施設に入所した場合

・利用者がお亡くなりになった場合

・利用者が介護保険の資格を喪失した場合

⑦事業者から退所の申し出を行った場合

　※この場合、契約終了３週間前までに文書で通知いたします。

・利用者が、サービス利用料金の支払を２か月以上遅延し、料金を支払うよう

催告したにもかかわらず１０日以内に支払われない場合

・利用者や家族などが当事業所や当事業所の従業者に対して本契約を継続し難

い程の背信行為を行った場合

・他の利用者への暴力、大声等により迷惑をかける行為がある場合

⑧契約が終了する場合には、事業者はご契約者の心身の状況、置かれている環

境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めます。

４　 身体拘束・虐待防止について

（１）身体拘束

　当事業所では、利用者又は他の利用者等の生命・身体を保護するため、緊急

やむを得ない場合を除いては、原則として身体拘束は行いません。

・「身体的拘束等適正化検討委員会」におい て、緊急やむを得ない場合（切迫
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性、非代替性、一時性の要件を満たす場合）に該当するかどうか検討します。

・緊急やむを得ず身体拘束を行う場合には、その内容、目的、理由、拘束の時

間、時間帯、期間等を利用者や身元引受人に説明した上で行います。

・身体拘束を行う際は、出来るだけ利用者の負担とならないよう配慮するとと

もに、実施の記録を作成します。

（２）虐待防止

　当事業所では、研修等を行うことにより、虐待防止にに取り組んでいます。

５　緊急時の対応方法について

（１）利用者の体調に著しい変化等があった場合は、別に提出していただく「緊急

時連絡票」に記入されたご家族等や主治医に速やかに連絡するとともに、その

状況に応じ適切に対応いたします。

緊急時の対応方法については、別に提出していただく「緊急時確認書」に記

入された入居者・家族の意向を基本に対応させて頂きます。

（２ ）緊急時連絡票に記載された連絡先等が変わったときは、その都度、速やかに

ご連絡ください。

（３）入居者が感染症に罹患し、他の入居者へ伝染の恐れのある場合には、退所や

入院、隔離等の処置をとらせていただきます。

６　事故発生時の対応及び損害賠償について

（１）当事業所は、万全の体制でサービスの提供にあたりますが、万一事故が発生

した場合には、速やかに「緊急連絡票」に記入されたご家族等や、関係市区等

に連絡するとともに、必要な措置を講じます。

（２）当事業所において、事業者の責任によりご利用者に賠償すべき事故が発生し

た場合は、誠意をもって速やかに損害賠償を行います。

７　事業所ご利用にあたっての留意点

 面会時間  ・ 9時00分～19時00分です。

（正面玄関の開閉時間は８時３０分から１９時００分です。

１９時を過ぎましたら宿直者にご連絡ください。）

 ・ 面会簿にご記入の上、ＩＤカードをお持ちください。

 ・ フロアーではケアワーカーに声をかけてください。

 金銭、貴重品の持込み

 外出、外泊 　届出書にご記入の上、事前に申し出てください。

　金銭や貴重品の持込みはご遠慮ください。金銭等を所持し、ご

利用中に万が一紛失等した場合は当施設は一切の責任を負いませ

ん。

 ・ 面会時間の延長を希望される場合は、職員に声をおかけくだ

さい。
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 喫煙、飲酒

 設備、器具の利用 　事前に申し出てください。

 所持品の持ち込み

 宗教活動、政治活動

 情報開示

 身元引受人の変更 　変更があった場合は７日以内に変更届けを提出してください。

８　災害対策

（１）災害時の対応　別に定める防災計画により対応します

（２）防災設備　非常通報装置、消火栓、スプリンクラー、防火扉、非常用電源等

（３）防災訓練 年２回

（４）防火責任者 施設長

（５）防火管理者　　防災委員会委員長（甲種防火管理者）

（６）その他

・災害発生時の消防相互応援協力として、近隣４自治会町内会と覚書を締結し

 ています。

・災害時における特別避難場所として、地域防災拠点で避難生活が困難な在宅

要援護者の受け入れについて泉区役所と覚書を締結 し、発災後３日分の食料、

水、毛布、オムツ等を備蓄しています。

・カーテン、ベッドマット等は、防炎性、難燃性のものを使用しています。

９　相談（苦情）窓口

当事業所におけるサービス内容の相談・要望・苦情等は以下の窓口を設置して

  おります。また、各階にご意見箱を設置しています。どんなことでもご遠慮なく

  お申し出ください。

（１）横浜敬寿園の相談・苦情窓口

①　相談（苦情）受付担当者 生活相談員

② 相談（苦情）解決責任者 施設長

横浜敬寿園 TEL045-800-3180 FAX 045-805-5300 yokohama@keijuen.or.jp

法人本部 TEL023-664-214１ FAX 023-664-2215 honbu@keijuen.or.jp

③ 第三者委員 髙橋　富藏 元山形県警（刑事部長） 090-3125-6958

岩村　幸姫 弁護士 023-625-0315 

（２）横浜敬寿園以外の相談・苦情窓口

① 横浜市泉区役所高齢支援課

　事業所内で他のご利用者、ご家族に対する宗教活動、政治活動

はご遠慮願います。

　当施設では入居者の喫煙は原則できません。飲酒は他の ご利

用者等に迷惑をかけない程度でお願いします。

　事前に申し出てください。カーテン、じゅうたん等は、「防炎

物品」以外の物を持ち込みできません。

　サービス提供書類は、サービス完了から５年間保存し、利用者

又は家族の求めにより、情報を開示します。

11 

mailto:yokohama@keijuen.or.jp


住所 横浜市泉区和泉町４６３２－２

電話 ０４５－８００－２４３６

② 横浜市健康福祉局高齢施設課

住所 横浜市中区港町１－１

電話 ０４５－２６３－８０８４（はまふくコール）

③ 横浜市福祉調整委員会（横浜市健康福祉局相談調整課）

住所 横浜市中区港町１－１

電話 ０４５－６７１－４０４５

（３）介護保険制度・介護保険サービスに関する苦情窓口

神奈川県国民健康保険団体連合会介護保険課

住所 横浜市西区楠町２７－１

電話 ０４５－３２９ー３４４７

１０　個人情報の保護について

（１）  事業者は、「ショートステイ横浜敬寿園短期入所生活介護（介護予防短期

入所生活介護）利用契約書第１４条に基づき、実施する事業の利用者及びその

家族等から当事業所が収集し、保有するすべての個人情報の保護を図ります。

　個人情報の適正管理

・ 公衆衛生の向上等のために特に必要がある場合で、本

人の同意を得ることが困難であるとき
　本人に同意を得ず、個人情

報を取り扱う場合

　本人に同意を得ず、個人情

報を取り扱う場合

個人情報の利用目的

・ 法令に基づくとき

・ 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた

者が法令の定める事務を遂行することに対して、協力する

必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき

・ 法令に基づく場合で、人の生命、身体又は財産を保護

するために緊急の必要がある場合で、本人の同意を得るこ

とが困難であるとき

　横浜敬寿園は、前述の利用目的に沿って、必要最小限の

個人情報を本人の同意を得た上で収集し、これを適正に管

理します。なお、個人情報の開示・訂正・追加・削除・第

三者への提供の停止等の請求については、本人確認の上、

法人の「個人情報保護規程」の定めるところにより、速や

かに対応します。

  　次に該当する場合には、あらかじめ本人に同意を得る

ことなく、個人情報を取り扱うことができるものとしま

す。 ただし、その必要かつ合理的な範囲とします。

　　横浜敬寿園は、その事業の遂行のために必要な個人情

報を、法人が定めた「個人情報の取扱いについて」に記す

目的を達成する上で利用します。
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（２）個人情報を事業所及び法人内部で利用する際の目的

④ 利用時・退所時の管理

⑤ 事故等の報告、リスクマネジメント業務

⑥ 苦情等の対応

① 実習生・研修生への指導

② 管理運営業務

③ サービスの向上・改善のための事例研究・  調査研究

④ 統計資料の作成

① 介護報酬の請求・受領

② その他の介護保険関係事務

（３） 個人情報を事業所及び法人外へ提供する際の利用目的

介護に関する情報、健康や医

療に関する情報、住居や生活

に関する情報、家族等に関す

る情報、 主治医に関する情

報、介護保険サービスの利用

状況に関する情報、その他利

用者に対して介護サービスを

提供するために必要な情報

　個人情報の適正管理

介護保険事務

①  利用者の介護保険被保険者

証に記載されている情報（氏

名、住所、生年月日 、被保険

者番号、要介護度、居宅介護

支援事業所）、連絡先、心身

の状況に関する情報、

個　人　情　報　の　種　類

介護サービス等に関するもの

① 介護サービス、相談支援サービスの提供

② 委託費等の請求・収受、補助金・収受に関する事務

③ 利用料、その他の費用の請求・収受に関する事務、収

納状況の確認、未払い金の督促

⑦ 居室の名札や写真の掲示、クラブ作品へ の氏名掲示、

広報紙への掲載等

③ 利用者の家族等の氏名、利

用者との続柄、連絡先

　利用料の自動引落をする場合
② 利用料の自動引落をする口

座の名義人氏名、口座番号

利　　用　　目　　的

介護サービス等を提供するため。

② 居宅介護支援事業者から照会への回答

① 利用者の居宅

介護支援事業者

個人情報の種類

① 利用者の介護保険被保険者

証に記載されている情報（氏

名、住所、生年月日、被保険

者番号、要介護度、居宅介護

支援事業所）、連絡先、心身

の状況に関する情報、家族等

に関する情報、健康や医療に

関する情報、住居や生活に関

する情報、主治医に関する情

報、介護保険サービスの利用

状況にに関する情報、その他

サービス利用者に対して介 護

等サービスを提供するために

必要な情報

居宅介護支援サービスを提供するため。

　緊急時の連絡

① 居宅介護支援事業者との連携（サービ

ス担当者会議等）

提　供　先 利　　用　　目　　的

② 利用者にサー

ビスを提供する

他の介護サービ

ス事業者、社会

福祉施設、医療

機関等

①  ご利用者にサービスを提供する他の

サービス事業者、社会福祉施設、医療機

関等との連携（サービス担当者会議等）

　横浜敬寿園は、前述の利用目的に沿って、必要最小限の

個人情報を本人の同意を得た上で収集し、これを適正に管

理します。なお、個人情報の開示・訂正・追加・削除・第

三者への提供の停止等の請求については、本人確認の上、

法人の「個人情報保護規程」の定めるところにより、速や

かに対応します。

介護サービス以外のもの
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１１．その他重要事項（ハラスメントへの対応）

当事業所では、すべての利用者様が安心して介護サービスをご利用いただくとともに、

③利用者本人及び利用者家族

等の氏名、続柄、連絡先

　 利用者に対する損害賠償等に関する保

険会社等への相談又は届出

　 利用者の心身の状況のそのご家族等へ

の説明

　 利用者に提供する福祉サービスについ

て、都道府県、市区町村、福祉の措置の

実施機関等との協議、連絡調整、これら

の機関から求められる報告・連絡・相談

等

②サービスご利用者の氏名、

口座番号
    利用料の自動引落をする場合

⑪ 外部監査機

関、評価機関等

　 ボランティアが利用者の介護等に参加

するときの指導

　 実習生・研修生への指導

⑧ 業務委託先の

事業者及びそれ

に準ずる活動を

行う団体・個人

⑫金融機関等

⑨ 保険者・国民

健康保険団体連

合会等の審査・

支払機関

③ 利用者に関係

する都道府県、

市 区町村、福祉

の措置の実施機

関

④ 利用者のご家

族等

① 利用者の介護保険被保険者

証に記載されている情報（氏

名、住所、生年月日、被保険

者番号、要介護度、居宅介護

支援事業所）、連絡先、心身

の状況に関する情報、家族等

に関する情報、健康や医療に

関する情報、住居や生活に関

する情報、主治医に関する情

報、介護保険サービスの利用

状況にに関する情報、その他

サービス利用者に対して介 護

等サービスを提供するために

必要な情報

⑬消防・警察等

の機関

　 サービスの提供に関わる業務の一部

（食事、清掃、医療、歯科医療、医薬、

理美容、設備管理、買物代行等）の外部

業者や個人への委託及び外部行事の申込

等

⑤ 保険会社等

② 利用者にサー

ビスを提供する

他の介護サービ

ス事業者、社会

福祉施設、医療

機関等

①  ご利用者にサービスを提供する他の

サービス事業者、社会福祉施設、医療機

関等との連携（サービス担当者会議等）

②  他のサービス事業者、社会福祉施

設、医療機関等への照会

    介護報酬の支払いを受ける場合

⑩ 措置費、支援

費等の請求先、

委託費・補助金

等の申請先

⑦ 実習生･研修生

   緊急時の通報、要請等

⑥ ボランティア

   事業所あるいは法人が福祉情報公開及

び第三者評価を受審する場合

    措置費・支援費等の支払い、委託費・

補助金等の交付を受ける場合
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職員が安全に働きやすい環境を確保することを大切にしています。そのため利用者様

及びご家族等からの職員に対するハラスメント行為により、心身に危害が生じる恐れが

ある場合には必要な措置を講じます。

（１）カスタマーハラスメント

長時間の拘束、執拗なクレーム、制度上対応できないことの要求、恫喝や罵声、

妥協性を欠く金銭補償の要求等、職員や事業所等に対する著しい迷惑行為

（2）パワーハラスメント

①身体的攻撃（暴行・障害）

殴打、足蹴り、物を投げつける等、身体的な力を使って職員に危惧を及ぼす行為

②精神的暴力（侮辱、ひどい暴言、名誉棄損等）

人格を否定するような言動、長時間にわたり繰り返し行う厳しい叱責、大声で威

圧的な叱責を繰り返すなどの行為

（3）セクシャルハラスメント

職員に対する性的な言動（性的な冗談やからかい、執拗な誘い等）、性的な行動

（身体への接触など）による、性的な嫌がらせ

（４）その他のあらゆるハラスメント行為

職員や事業所が以上の不信行為が行われたと判断する場合は、状況に応じて警察や

弁護士等に相談の上で、契約を解消する場合があります。

なお、介護サービスに関する正当なご意見・ご要望・苦情につきましては、誠意をもって

対応いたしますので遠慮なくお申し出ください。

１２．第三者評価の実施状況

【　】実施している 【○】実施していない

【実施日：　　　年　　　月　　　日】　　【評価機関名：　　　　　　　    　　　　】

【結果の開示状況： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
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